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「家庭的保育の在り方に関する検討会」開催要綱  

1 目 的  

家庭的保育事業については、平成20年2月に策定された「新待機児童ゼロ   

作戦」において、保育所における保育を補完し、地域の実情に応じた多様な保   

育サービスの提供手段として、充実・強化を図り、今後推進することとしてい   

る。  

さらに、第170回臨時国会において児童福祉法が改正され、制度上の位置   

付けが行われたところで、平成22年4月1日の施行に向けて、家庭的保育事   

業の実施基準等の専門的課題について、雇用均等・児童家庭局長が学識者等の   

参集を求め、検討を行うこととする。  

2 構 成   

（1）検討会の構成員は別紙のとおりとする。   

（2）検討会に座長を置く。  

3 検討事項   

（1）家庭的保育事業の実施基準やガイドラインに関する事項   

（2）その他家庭的保育の制度化に向けて専門的検討を要する事項  

4 運 営  

検討会の庶務は、雇用均等・児童家庭局保育課が行う。  

5 その他  

この要塞剛こ定めるもののほか、検討会の運営に閲し必要な事項は、座長が雇   

用均等・児童家庭局長と協議の上定める。   



（別 紙）  

家庭的保育の在り方に関する検討会名簿  

網野 武博  東京家政大学教授  

岡  健  大妻女子大学准教授  

尾木 まり  子どもの領域研究所所長  

鹿島田和宏  墨田区福祉保健部子育て支援担当子育て計画課長  

椎名 英夫  社会福祉法人豊島福祉会理事長  

庄司 順一  青山学院大学教授  

鈴木 道子  NI｝0法人家庭的保育全国連絡協議会理事長  

福川 須美  駒沢女子短期大学教授  

三塚 一秋  大崎市民生部子育て支援課長  

吉田 正幸  有限会社遊育代表  

（五十音順、敬称略）   



検討会の公開の取扱いについて（案）   

検討会、議事要旨及び資料を公開とする。   

ただし、特段の事情がある場合には、座長の判断により、会議を非公開とすること  

ができることとする。  

【「特段の事情がある場合」とされる具体例】   

※「審議会等会合の公開に関する考え方」（厚生労働省通知）より抜粋  

① 個人に関する情報を保護する必要がある。  

（∋ 特定の個人等にかかわる専門的事項を審議するため、公開すると外部からの   

圧力や干渉等の影響を受けること等により、率直な意見の交換又は意思決定の   

中立性が不当に損なわれるとともに、委員の適切な選考が困難となるおそれが   

ある。  

③ 公開することにより、市場に影響を及ぼすなど、国民の誤解や憶測を招き、   

不当に国民の間に混乱を生じさせるおそれがある。  

④ 公開することにより、特定の者に不当な利益を与え又は不利益を及ぼすおそ   

れがある。   



「家庭的保育の在り方に関する検討会」における検討項目  

1 検討項目  

家庭的保育事業の実施基準やガイドラインに関する事項  

（事実施基準  

・家庭的保育者の要件  

・事業の実施基準  

・情報提供  

②ガイドライン  

・実施体制  

一保育内容  

・支援体制 など  

2 今後の予定  

第1回 実施基準、ガイドラインに盛り込むべき項目の検討  

第2回 実施基準、ガイドライン（案）の検討  

第3回 実施基準、ガイドライン（案）の検討  

第4回 実施基準、ガイドラインのとりまとめ   



第1回 家庭的保育の  
在り方に関する検討会  
平成21年1月30日  

家庭的保育事業（国庫補助事業）について  

【事業内容】  

保育士又は看護師の資格を有する家庭的保育者が、保育所と連携しながら、自身の居宅等において少数の主に3歳未満児を保育する。   
※ 平成12年度予算化  

【実施形態】  

個人実施型：家庭的保育者が市町村と委託契約を結んだ保育所と連携を図りながら保育を行う。  
保育所実施型：保育所が雇用する家庭的保育者が、当該保育所と連携を図りながら保育を行う。  

【家庭的保育者の要件】  

・保育士又は看護師の資格を有する看であること。  ・現に養育する就学前児童又は介護の必要な者がいないこと。   

【対象児童】：3歳未満児（保育所が実施する場合については就学前児童）   

【対象児童数】：3人以下（別途「補助者」を雇用する場合については5人以下）   

【実施場所】：家庭的保育者自身の居宅又は賃貸アパート等市町村が適当と認めた場所  
′－－－－一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－－－－－－一一－－－－－－一一－－一一－－－■■■■－－－－■■■■－■■■■■■■■－－－－－－一、  

：′「設備要件」  

：・保育を行う部屋：9．9ポ＋（3人を超えた利用児童数×3．3ポ）  
：・児童の遊戯等に適する広さの庭を有するか、又は公園・空き地・神社境内等の開かれた空間があること。  
こ ・衛生的な調理設備を有すること。  
ヽ、＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿一－－－－－－－－－－■■－■■－－－●－－■■－－－一一一－－－－－－－－－－－一－一一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一一一一一－－－一  

【国庫補助事業分】  

平成14年度  平成15年度  平成16年度  平成17年度  平成18年度  平成19年度   
児童数   102   99   313   276   319   331   

家庭的保育者数   46   53   103   93   105   99   

実施市町村数   9   10   13   12   

（参考）  

事業の実施状況の推移  

※ 平成19年度は、交付決定ベース。  

【地方単独事業分】  

平成14年度  平成15年度  平成16年度  平成17年度  平成18年度  平成19年度   
児童数   1．413   1，501   1，381   1，509   1，405   1，308   

家庭的保育者数   934   956   910   935   926   894   

実施市町村数   77   78   80   71   63   62  



事業の法定化  

○ 第170回臨時国会において、「児童福  
祉法の一部を改正する法律」（平成20  

年12月3日法律第85号）が成立し、児  
童福祉法において家庭的保育事業が  

法定化。（平成22年4月1日施行）  

○ 事業を実施するに当たっての実施基  

準やガイドラインを策定するため、検討  
会を開催。   



第1回 家庭的保育の  
在り方に関する検討会  
平成21年1月30日  

育 事 業 の 体 系  家 庭 的 保  

臥i丘曲侵書暮蒙の豊義【遽6の2（副】  

家庭的保育事業とは、乳児又は幼児であって、市町村が第二十四条第一項に  
規定する児童に該当すると認めるものについて、家庭的保育者（市町村長が行う  
研修を修了した保育士その他の厚生労働省令で定める看であって、これらの乳  
児又は幼児の保育を行う者として市町村長が適当と認めるものをいう。）の居宅そ  
の他の場所において、家庭的保育者による保育を行う事業をいう。  

励」呈書の重篤【連24汀）】   

市町村は、・‥保護者から申込みがあったときは、それらの児童を保育所にお  
いて保育しなければならない。ただし、保育に対する需要の増大、児童の数の減  
少等やむを得ない事由があるときは、家庭的保育事業による保育を行うことその  
他の適切な保護をしなければならない。  

◎事暮の■盤讐【法jヰの14土・】  
市町村は、厚生労働畳全で定めるところにより、あらかじめ、厚生労働省令で定  

める事項を都道府県知事に届け出て、家庭的保育事業を行うことができる。  

劣 一二∴ ・∴′・冊「  √  ★ ′  

家庭的保育事業を行う市町村は、その事業を実施するために必要なものとして  
厚生労働省令で定める基準を遵守しなければならない。  

（主なす自）  

厨畢應偲暮Ⅱ：主旨、権利擁護、法令遵守、守秘義務  

◎間：情報提供の方法及び事項  
◎圭膿騰制：対象児童、定員及び家庭的保育者等の配置、実施場所（保育を  

行う専用居室の基準、設備、地域資源の活用）、保育時間、保育料  

◎＿軍属餉嘆青書書：家庭的保育者、補助者及び家庭的保育支援者の定義  

及び要件  
脚皇室 ：申請、認定、変更届、認定の取消し等  

◎曝書内密：保育内容、保育計画、記録の整備、食事  

卿制：保育内容への支援、巡回相談及び指導、連携保育所の確保、  

研修（現任研修、指導者研修）、代替保育、健康診断、集団保育、  

苦情受付、他機関との連携  
◎i圭舶柑  

◎馴鹿：保護者との連絡、相談対応、虐待等への対応  
◎安全封隻：健康診断、健康管理、衛生管理、事故や怪我の防止と対応、防  

災及び防犯対策、緊急時の対応、賠償責任保険  
塵＿運営管理：適正な会計管理   

寛 一｛÷二・言  1．．甘＋ キて ㍉  ★ ・′  ・  

・都道府県知事は、前条の基準を維持するため、家庭的保育事業を行う市町  
村に対して、必要と認める事項の報告を求め、又は当該職員に、関係者に対し   
て質問をさせ、若しくは家庭的保育事業を行う場所に立ち入り、設備、帳簿書   
類その他の物件を検査させることができる 

。 ・都道府県知事は、家庭的保育事業を行う市町村に対して、・‥その事業の制   
限又は停止を命ずることができる。（法令違反や乳幼児の処遇に不当な行為を   
したとき）  

◎嘲の1丁！  
家庭的保育事業を行う市町村は、家庭的保育事業による保育を行うことを希望  

する保護者の家庭的保育者の選択及び家庭的保育事業の適正な運営の確保  
に資するため、‥・その区域内における家庭的保育者、家庭的保育事業の運営  
の状況その他の厚生労働登金の定める事項に閲し情報の提供を行わなければ  
ならない。  



丁 －∵．． 二’  《児童福祉法 参照条文》  

◎児量福祉法（昭和22年法律第1糾号）  

【家慶的保育事業関係部分（平成22年4月1日施行）】   

第六条の二（略）  

9 この法律で、家庭的保育事業とは、乳児又は幼児であって、市町村   
が第二十四条第一項に規定する児童に該当すると認めるものについ  

て、家庭的保育者（市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）が行   

う研修を修了した保育士その他の厚生労働省令で定める者であって、   

これらの乳児又は幼児の保育を行う者として市町村長が適当と認める  

ものをいう。以下同じ。）の居宅その他の場所において、家庭的保育者   

による保育を行う事業をいう。   

第二十四条 市町村は、保護者の労働又は疾病その他の政令で定め   

る基準に従い条例で定める事由により、その監護すべき乳児、幼児又   

は第三十九条第二項に規定する児童の保育に欠けるところがある場  

合において、保護者から申込みがあったときは、それらの児童を保育  

所において保育しなければならない。ただし、保育に対する需要の増   

大、児童の数の減少等やむを得ない事由があるときは、家庭的保育事   

業による保育を行うことその他の適切な保護をしなければならない。  

2～5（略）   

第三十四条の十四 市町村は、厚生労働省令の定めるところにより、あ   

らかじめ、厚生労働省令で定める事項を都道府県知事に届け出て、  

家庭的保育事業を行うことができる。  

2 市町村は、前項の規定により届け出た事項に変更を生じたときは、変   

更の日から一月以内に、その旨を都道府県知事に届け出なければな   

らない。  

3 市町村は、家庭的保育事業を廃止し、又は休止しようとするときは、  
あらかじめ、厚生労働省令で定める事項を都道府県知事に届け出な   

ければならない。   

第三十四条の十五 家庭的保育事業を行う市町村は、その事業を実施  

するために必要なものとして厚生労働省令で定める基準を遵守しなけ  

ればならない。  

第三十四条の十六 都道府県知事は、前条の基準を維持するため、家  
庭的保育事業を行う市町村に対して、必要と認める事項の報告を求   

め、又は当該職員に、関係者に対して質問させ、若しくは家庭的保育   
事業を行う場所に立ち入り、設備、帳簿書類その他の物件を検査させ   

ることができる。  

2 第十八条の十六第二項及び第三項の規定は、前項の場合について   

準用する。  
3 都道府県知事は、家庭的保育事業が前条の基準に適合しないと認   

められるに至ったときは、その事業を行う市町村に対し、当該基準に  

適合するために必要な措置を採るべき旨を命ずることができる。  

4 都道府県知事は、家庭的保育事業を行う市町村に対して、次に掲   
げる事由があるときは、その事業の制限又は停止を命ずることができ   

る。   
一 その市町村が、この法律若しくはこれに基づく命令又はこれらに  

基づいてする処分に違反したとき。  

二 家庭的保育者が、その事業に係る乳児又は幼児の処遇につき不  
当な行為をしたとき。   

第三十四条の十七 家庭的保育事業を行う市町村は、家庭的保育事  
業による保育を行うことを希望する保護者の家庭的保育者の選択及  

び家庭的保育事業の適正な運営の確保に資するため、厚生労働省  

令の定めるところにより、その区域内における家庭的保育者、家庭的  

保育事業の運営の状況その他の厚生労働省令の定める事項に関し  

情報の提供を行わなければならない。   



≡≡軍妻、軍  
家庭的保育のあり方に関する調査研究 ～概要～   

主任研究者小山 修（日本子ども家庭総合研究所研究企画・情報部長）  

担当研究者庄司 順一（青山学院大学教授）  

1．家庭的保育とは   

家庭的保育者の居宅等で主に3歳未満の少人数の  

乳幼児を対象に小規模に行われる保育  

・実施自治体数  83か所（2005年）  

・家庭的保育者数1，124人（2006年4月）  
・利用児童数   2，000人（2006年4月）  

「子どもと家族を応援する日本」重点戦略会議（中間報告）  

3歳未満児に対する家庭的保育（保育ママ）を含めた多様で弾力的な  

保育サービスの拡充  

・デメリット  2．家庭的傭蕎のメリット   

・特定の保育者が少人数の保育を行うことから、子ど  
もと保育者間、保育者と保護者間に密接な関係を築  
きやすく、また個別で柔軟な対応が可能  
・適切な生活リズムや兄弟関係に近い仲間関係など  

を経験することにより、集団生活への移行がスムー  
ズになる  

t保育者への援助体制の整備  

・保育所との連携  

・保育者の身分や待遇の保障  

・子どもの健康への支援  

・地域の資源の充実とアクセシビリティの拡大  

・保育者や子どもとの関係調整のできる第三者機関の設置   

・保育者個人の資質や人間性の影響が大きい  

・密室性  

・保育者の孤立  

・休暇の取得が困難  



3．地方や諸外国の状況  
（1）地方の家庭的保育の状況  

る自治体の特徴   

・関東地区に集中   

・待機児童が多く、低年齢児保育ニーズが高い   

・地方単独事業として実施する自治体が多い（定義や運用の形態は一様ではない）   

・国庫補助事業を導入する自治体は少ない  

国庫補助を導入していない理由  

・すでに単独事業で実施しているため、二重構造にせざるを得なくなり、実施体制が複雑になる  
・国庫補助事業は保育者の資格要件が厳しい  

・連携保育所に該当する保育所がない  

・連携保育所を指定することは、連携保育所への負担増となる  

自治体における家庭的保育の必要性  

・多様な保育ニーズに対応するさまざまな選択肢   

・認可保育所の低年齢児保育の補完   

・認可保育所の待機児童問題の緊急対応策  

庭的保育を強化・充実するための条件  

一連携保育所と家庭的保育の連携強化   

・児童福祉法に家庭的保育を制度として位置づけ   

・事業の重要性のPR   



の状況  （2）諸外国′の家庭的保育   



4．家庭的保育の普及・定着のための課題  

（2）実施基準等の整備   

安全性や賞の確保の観点から、事業の実施基準や保育内容、研修等のガイドラインを定める。  

○実施基準等の内容  

一安全性や保育の質を確保するため、最低限遵守する実施基準の明確化  

・保育所保育指針に準じた家庭的保育独自のガイドライン等の作成  

・スキルアップを図るための研修体系の構築  

・家庭的保育者同士の情報交換の場の提供  
・家庭的保育に関するDVD、事例集による情報提供   



（3）家庭的保育者への支援   

密室性、孤立性を克服し、家庭的保育者が安心して従事できるように、適正な処遇や連携保育所等による  
／くックアップ体制を整備する。  

バックアップ体制   

○認可保育所との連携  

一時保育、日常的な交流、行事への参加、保育者同士の交流   
○地域の社会資源の活用  

市町村、保健所、保育所、地域の子育て支援拠点等による、家  
庭的保育者への情報提供   

○巡回指導  

監督指導的な部分とサポート的な部分での支援   

○評価システムの導入  
第三者評価の設定等   

代替保育の困難  

密室性・孤立性  

安定した事業の実施  





PRの  
家庭的保育の良さが社会や保護者に広く認知されるように、制度のメリットのPRを強化する。  
○課 題  

・視覚的なPRの実施 → DVD、ホームページ、紙媒体等を活用し家庭的保育内容の紹介   

・家庭的保育を実施していない市町村を対象とする研修   
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